
特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会 役員報酬規程

(目 的)

第 1条 この規程は、特定非営利活動法人東京盲ろう者友の会の役員の報酬の支給の基準

について定めることを目的とする。

(報酬及び費用の支給)

第 2条 この法人は、常勤及び非常勤にかかわらず、役員報酬は一切支給しない。ただし、

旅費等の実費は支給することができる。



特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会

賃金規程

第 1章 総則

(目 的)

第 1条 この規程は、就業規則第 50条に基づいて、特定非営利活動法人東京盲ろう者友の会 (以

下「友の会」という)が職員の給与に関する事項を定めたものである。

(適用範囲)

第 2条 この規程は、就業規則第 3条に定める職員について適用する。パー トタイマー等就業形態

が特殊な勤務に従事するものについては適用しない。

(給与の区分)

第 3条 職員の給与は基本給及び諸手当とし、それぞれ次の区分により支給する。

(1)基本給

(2)諸手当

ア 管理職手当  イ 住居手当  ウ 通勤手当  工 待受手当  オ 特調ll手当

力 時間外勤務手当 キ 休日勤務手当 ク 深夜勤務手当

ケ 特定処遇改善手当 コ 特別処遇改善手当 サ 処遇改善手当

第 2章 賃金の計算および支払い

(計算期間及び支払日)

第4条 給与は、当月 1日 より当月末日までの分を当月 15日 までに支給する。ただし、時間外勤

務手当、休日勤務手当、深夜勤務手当については、当月 1日 より当月末日までの分を翌月 15日

までに支給する。

(支払原則及び控除)

第 5条 賃金は通貨で、または銀行振込にて(職員の同意を得て本人の銀行日座に)直接、全額を支

払う。

2 前項にかかわらず、次に掲げるものは支払の際、控除する。

(1)所得税     (2)住 民税   (3)雇用保険料

(4)健康保険料   (5)厚生年金保険料   (6)職員代表との協定で定めたもの

(賃金の日割計算)

第 6条 賃金計算期間の途中において、雇い入れ又は退職した場合の賃金は次の計算により支給す

る。

日割計算の額
基本給+諸手当

X~~~葬
菱百訂耳可肩面引画雇再F

(欠勤 。遅刻等)

第 7条 欠勤・遅刻 。早退 。私用外出などにより所定労働時間の全部又は一部を休業した場合にお

賃金計算期間における
在籍暦 日数



いては、その休業した時間に対応する基本給及び諸手当は支給しない。

(休職者の賃
`ω

第8条 就業規則第 12条により休職を命ぜられた期間に対する基本給及び諸手当は支給しない。

(特男:ル相段等の賃金)

第9条 1就業規則第34条から第37条で定める年次有給休暇、第38条から第40条の特男:ル相段

のすべて、第41条と第42条の特別休暇のうちの一部については、これを出勤したものとして

取り扱い、通常賃金を支給する。

2 就業規則第43条から第48条に定める休暇、対象時間および休業期間については、無給とす

る。

(法定内時間外勤務手当の計算)

第10条 時間外勤務手当は、次の計算によって支給する。ただし、友の会が時間外勤務を命じ

た場合に限るものとする。

(1)法定労働時間内の場合

基 本 給 十 諸 手 当 の 一 部 × ■  × 時 間 外 勤 務 時 間 数
■ヶ月 の 所 定 労 働 時 間

(2)法定労働時間外の場合

基 本 給 土 董 垂 当 の 二 塁 × ■.25× 時 間 外 勤 務 時 間 数
■ヶ月 の所 定 労 働 時 間

(休 日勤務手当の計算)

第 11条 休日出勤手当は、次の計算によって支給する。ただし、友の会が休日出勤を命じた場

合に限るものとする。

(1)法定休日の場合

基 本 給 土 諸 手 当 2_=部 _ × ■.35<所 定 休 日勤 務 時 間 義
■ヶ月 の所 定 労 働 時 間

(2)所定休日の場合

基 △ 絵 土 董 壬 当 の 三 釜 × ■_25<所 定 休 日勤 務 時 間 当
■ヶ月 の所 定 労 働 時 間

(深夜勤務手当の計算)

第 12条  深夜勤務手当は、次の計算によって支給する。

一鋸サ斉謝睾誓諾醤諄書L― ×■.25×深夜勤務時間数

(適用除外)

第 13条 第 10条、第 11条の規程は管理職には適用しない。また、裁量労働の対象者には第

10条の規程は適用しない。

第 3章 基本給

９
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(給与楽訴
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第 14条 職員に以下の給与等級を置く。

(1)管理職   (2)主任職   (3)専任職

(4)_L級職   (5)中級職   (6)初級職

(基本給)

第 15条 基本給は、給与等級別の範囲給とし、その額は次表に定める。

(昇給)

第 16条 昇給は、基本給について原則として年 1回毎年4月 に行うこととする。ただし、友の

会の業績の低下その他やむを得ない事由がある場合は、昇給をしないか、または降給することが

ある。

2 新基本給は、以下のとおりとする。

新基本給=3月 31日現在の基本給+4月 1日現在の給与等級別昇給額

3 給与等級別昇給額は、次表の給与等級別基準額に対して加算・減算を行って決定することとし、

その額については毎年友の会の事業実績、世間水準、物価水準を勘案して定める。

4 現基本給に昇給額を加算した額が、その職員の属する給与等級の下限額に満たない場合は下限

額を新基本給とし、上限額を超える場合は上限額を新基本給とする。

第4章 諸手当

(管理職手当)

第 17条 管理職以上の昴謝立にある職員には,給料月額の100分の8から100分の25の範囲

で管理職手当を支給する。

(住居手当)

第 18条 世帯主等の職員のうち、満40歳に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にある者

で自ら居住するため住宅を借り受け、月額 15, 000円以上の家賃を支払っている者に8,

500円を支給する。

(通勤手当)

第 19条 通勤に要する交通費として、最も経済的且つ合理的な方法により通勤した場合にかかる

費用について、次のとおり通勤手当を支給する。ただし、上限額を月額30, 000円 とする。

(1)公共交通機関を利用する場合 1カ月分の定期券代相当額

(2)徒歩、自転車等による場合 (2キロメー トル以上) 月額3, 000円

2 転居等により乗車区間および乗車期間を変更しようとする場合には、所定の手続きを経て承認

のあつた月から新たな通勤手当を支給する。

3 入退社などの理由により、支給日数が lヶ 月を下回る場合は、通勤交通費を日割り計算した場

Ｑ

Ｕ

給与等級 下限額 上限額 給与等級 下限額 上限額

初級職 170,000円 220,000円 専任職 245,000円 295,000円

中級職 200,000円 250,000円 主任職 260,000円 310,000円

上級職 230,000円 280,000円 管理職 290,000円 340,000円

給与等級 基準額 給与等級 基準額

初級職 1,500円 専任職 2,000円

中級職 1,500円 主任職 2,500円

上級職 2,000円 管理職 2,500円



合と、 1カ規 分の通勤定期代を比較し、金額が少ない方を支給する。

4 テレワークにより勤務する職員の通勤手当は、テレワーク規程で定めるところによる。

(待受手当)

第20条 自宅において友の会が貸与する携帯電話を所持し、友の会の営業時間外の緊急連絡に対

応する職員に対して、次の通り待受手当を支給する。

(1)月 10泊以上 月額 20, 000円

(2)月 10泊未満  1泊 1, 000円

2 第 16条の管理職手当を支給されている者には、待受手当は支給しない。

(時間外勤務手当・休日勤務手当・深夜勤務手当)

第 21条 業務上の都合により時間外勤務、′休日勤務および深夜勤務を行った場合には、第 10条

から第 12条に定める計算式を使って当該手当を算出し支給する。

(特定処遇改善手当)

第22条 特定処遇改善手当に関する事項は、「特定処遇改善加算額支給規程」に定める

(特別処遇改善手当)

第23条 前条の特定処遇改善手当の対象外となる職員の処遇改善を行うため、「特別処遇改善手

当」として、月の所定労働時間に次表の給与等級ごとに単価を乗じた額を毎月支給する。

2 単価については、特定処遇改善加算の加算率や事業実績、世間水準、物価水準を勘案して定め

る。

3 介護職員等特定処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算の廃止等により、特定処遇改

善手当が支給できない場合は、特別処遇改善手当についても支給しない。

(処遇改善手当)

第 24条 介護職員等処遇改善加算及び福祉・介護職員等処遇改善加算等に基づき、同加算の対象

となる職員に対し、月の所定労働時間に時間単価を乗じた額を毎月支給する。

2 単価については、処遇改善加算の加算率や事業実績、世間水準、物価水準を勘案して定める。

3 介護職員等処遇改善加算及び福祉・介護職員等処遇改善加算等が廃止された場合、処遇改善手当に

ついても支給しない。

(臨時に支払われる手当)

第 25条 友の会は、前各条の他に、臨時または暫定的に手当を支給することがある。

第5章 賞与

(賞与の支給)

第26条  賞与は、原則として毎年 6月 および 12月 に友の会の業績に応じて支給する。ただし、

友の会の業績の著しい低下、その他やむを得ない事情がある場合には支給しないことがある。

(賞与の支払日及び算定期間)

‘
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給与等級 下限額 上限額 給与等級 下限額 上限額

初級職 0円 100円 専任職 150円 400円

中級職 50円 200円 主任職 200円 500円

上級職 100円 300円 管理職 250円 600円



第27条  賞与の支払日及び算定期間は、次のとおりとする。

支払曰 算定期間

6月 30日 12月 1日ハヤ5月 31日
12月 10日 6月 1日 へ′11月 30日

(賞与の算定基準)

第28条 賞与の算定基準は、当該算定期間におけるその者の勤務成績 。出勤率・貢献度等を総

合的に勘案のうえ各人ごとに決定支給する。

(賞与の支給条件)

第29条  賞与の支給条件は、算定対象期間に勤務した者を対象とする。

2 賞与は、支給日当日に在籍している者を対象として支給する。

附 則

(施行日)

本規程は、

本規程は、

本規程は、

本規程は、

本規程は、

本規程は、

本規程は、

本規程は、

平成 18年 3月 30日 より施行する。

平成 25年 4月 1日 より施行する。

平成 27年 4月 1日 より施行する。

平成 31年 4月 1日 より施行する。

令和 2年 4月 20日 より施行する。

令和 3年 4月 1日 より施行する。

令和4年 4月 1日 より施行する。

令和 5年 4月 1日 より施行する。

″
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特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会

パー トタイマー賃金規程

第 1章 総則

(目 的)

第 1条 この規程は、パー トタイマー就業規則 (以下「規則」と言 う)第 18条に基づい

て、パー トタイマーの給与に関する事項を定めたものである。

(適用範囲)

第 2条 この規程は、規則第 6条の規定により雇い入れられたパー トタイマーに適用す

る。

(賃金の構成)

第 3条 賃金は、次に定める区分により支給する。

(1)基本給

(2)諸手当

(賃金の形態)

第 4条 賃金の支払形態は、時間給制とする。

(賃金の体系)

第 5条 賃金の体系は、基本給および諸手当とし、別表 1の とお りとする。

第 2章 賃金の計算および支払い

(計算期間及び支払 日)

第 6条 賃金は、毎月 1日 より当月末 日までの分を翌月 15日 に支給する。

2 前項の賃金支給日が休 日にあたるときは、前日に繰 り上げて支払 う。

(支払原則及び控除)

第 7条 賃金は通貨で、または銀行振込にて (パー トタイマーの同意を得て本人の銀行

日座に)直接、パー トタイマーに全額支払 う。ただし、次に掲げるものは、支払の際、

控除する。

(1)所得税

(2)住民税

(3)社会保険料等法令で定められているもの

(欠勤・遅刻等)

第 8条 欠勤・遅刻・早退 。私用外出などによる不就労の場合は、その相当額を支給 し

ない。

2 遅刻・早退 。私用外出等の場合に所定労働時間の終業時刻をその時間相当分繰 り下



げることにより、所定労働時間勤務することができる。

第 3章 基本給および更改

(基本給)

第 9条 基本給は、各人の職務の内容、能力、経験、年齢等を考慮のうえ各人ごとに雇

用契約により決定支給する。

(更改)

第 10条 パー トタイマーの更改 (昇給等)は、会社の業績および本人の技能、勤務成

績等を考慮し、原則として契約更新時に行 う。

第 4章 諸手当

(諸手当)

第 11条  手当の種類および支給基準は、別表 2の とお りとする。

第 5章 賞与

(賞与の支給)

第 12条  パー トタイマーには、原則として賞与を支給しない。

附則

(実施 日)

本規程は、平成 18年 3月 30日 より実施する。

本規程は、平成 27年 4月 1日 より実施する。

本規程は、令和 2年 4月 1日 より実施する。

本規程は、令和 3年 4月 1日 より実施する。

本規程は、令和4年 4月 1日 より実施する。

本規程は、令和 5年 4月 1日 より実施する。

９
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(別 表 1)

給  与

基 本 給      基本時給

諸 手 当

法定時間外勤務手当

所定時間外勤務手当

深夜時間勤務手当

年次有給休暇手当

通勤手当

特定処遇改善手当

特別処遇改善手当

処遇改善手当

直接支援手当

Ｑ
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(別 表 2)

手  当 定   義

法定時間外勤務手当

1日 の労働時間が 8時間を超えた場合、法定時間を超える

時間については、法令に定める割増率により法定時間外勤

務手当を支給する。

所定時間外勤務手当

その者の雇用契約による所定労働時間を超えて勤務した

時間で、法定時間外勤務 とされた時間以外の勤務に対 し

て、基本給と同額の所定時間外勤務手当を支給する。

深夜時間勤務手当
午後 10時以降、午前 5時までの間に勤務した場合につき

法令で定める割増率により深夜時間勤務手当を支給する。

年次有給休暇手当

パー トタイマー就業規則第 20条のとおり、年次有給休暇

を取得した場合、通常所定労働時間勤務 した場合と同額を

支給する。

通勤手当

最も経済的な通常の経路および方法による交通機関を利

用して通勤する者で、所定の届出をした者に対して、1日

の勤務につき2,500円 、 1か月につき30,000円 を限度と

して実費相当額を支給する。

特定処遇改善手当

介護職員等特定処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処

遇改善加算に基づいて支給される手当であり、別途、特定

処遇改善加算額支給規程により定める。

特別処遇改善手当

特定処遇改善手当の対象外となる職員の処遇改善を行

うため、友の会独自の財源をもとに、給与等級ごとに定

めた単価に月の所定労働時間を乗じた額を支給する

処遇改善手当

介護職員等処遇改善加算及び福祉。介護職員等処遇改善

加算等に基づいて支給される手当である。事業所かけは

しにおいて従業者 として業務に従事 した場合は登録介

助者就業規則に定めた額を、パー トタイマーとして従事

した場合は給与等級ごとに定めた単価に月の所定労働

時間を乗じた額を支給する。

直接支援手当

事業所かけはしにおいて、従業者として利用者の直接支

援にあたった場合、かけはしで定めている従業者の賃金

とパー トタイマーの賃金との差に該当する額を支給す

る

■
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書式第 17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名 特定非営利活動法人東京盲ろう者友の会 事 業 年 度 2023年 4月 1日 ～2024年 3月 31日

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

な し

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 560,000円

賛助会員受取会費 1,396,000円

受取寄附金 1,671,700円

東京都補助金等 134,479,000円

八王子市補助金等 7,892,769円

その他助成金等 140,000円

通訳・介助者の派遣に関する事業収益 1,622,365円

通訳・介助者の養成に関する事業収益 808,875円

盲ろう者の自立支援、社会参加促進及び広報啓発に関する事業収

益

357,145円

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス及び特定相談支援に

関する事業収益

54,691,173円

介護保険法に基づく居宅サービスに関する事業収益 876,533円

児童福祉法に基づく障害児相談支援に関する事業収益 0円

自動販売機運営事業収益 1,072,418円

受取利息 583円

その他 37,410円

△
口 計 205,605,971円

借 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

△
口 計 円

(3)その他



2 取引の内容に関す る事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若 しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

134,479,000 FI] 委託金、補助金

55,167,521円
障害福祉サービス、介護サービ

ス費

8,555,900円 委託金、補助金

1,072,418円 自動販売機売上

395,938円 団体向け派遣費

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

従業員給与支払い

7,175,203円 社会保険料法人負担分

従業員給与支払い

6,135,820円 事務所賃借料

従業員給与支払い

取引先の氏名

等

法人 との

関  係

譲渡資産の内

容

譲

年

渡

日月

譲 渡 価

格
そ の他 の 取 引条 件 等

書籍販売 2023年 4月 20 日 4,180円

・郵送時 :定価販売

・対面販売時 :郵送

代相当分を割引販売

書籍販売 2023イ千:6′月 8日 1,540円 同上

書籍販売 2023イ千:9月 8日 400円 同上

書籍販売 2023イ千:9月 11日 400円 同 上

書籍販売 2024`年 11月 17日 1,540円 同 上

書籍販売 2024イ手13′月 13日 2,380円 同 上

書籍販売 2024年 3月 28日 22,400円 同 上

書籍販売 2023年 4月 10日 400円 同 上

書籍販売 2023`千 :6′月 8 日 1,540円 同 上

書籍販売 2023年 6′月 8 日 1,540円 同 上

書籍販売 2023年 8月 21 日 1,540円 同 上

書籍販売 2023`千19´月 10日 400円 同 上



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法人 との

関  係
貸付資産の内容

付

日月

貸

年
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取 引 先 の 氏 名 等
法人 との

関  係
役務の提供の内容

役務の提

供年月 日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

別紙 「役務の提

供」参照
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況(口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額 ]

役員、社員、職員若 しくは寄附者若 しくはこれ らの者の配偶者若 しくは三親等以内の親族又はこれ

らの者 と特殊の関係にある者 (注 1)(以
下 「役員等」 とい う。)に対する報酬又は給与の支給について

記載 してください。

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しく

は三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役 等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く )

支 給 金 額
報酬・給与の

区    分
支 給 期 間 等氏 名 職  名

法人との関係

(注 2)

2023年 4月 1

日～2024年 3

月 31日

1,251,219円給与

給与 2023年 4月 1

日～2024年 3

月 31日

給与 2023年 4月 1

日～2024年 3

月 31日

2023年 4月 1

日～2024年 3

月 31日

給与

(注 2)注 1の①～④の内容を具体的に記述します。

口 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

44人 32,844,602円

集 計 期 間 2024`年13′月 31 日2023年 4´月 1 日



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施日]

支 出 先 の 名 称 等 住 所    等 支 出 年 月 日 支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

一

円

円

円

円

円

円

円



(別紙) 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会

ハ

1/31

17～ 1

ロヨ脇璽憂藍蚤ヨ屋因國歴目■闘 目盟画冒:壁ヨ■帥 日盤:ヨ]コ■蘭亜硬】:]■日劉堕回証ヨロ
曰皿■■■■■■■ ■区回□麗壼コ |

1/4



(別紙) 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会
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法人名 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会 チェック11

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1}役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

○

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び

帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

②÷①

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

④ 2似3年 4月 1日 ～
"2年

3月 31日 9人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

(注 1)

C主 2)

各欄の人数等は、第3表付表 1「役員の状況」から転記してください。

③l及び④については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

(例)33. 333・ ・・96 -→  33. 396

ロ

各社員の表決権が平等である ④ (D ◎ ① ◎ 申 請 時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

(週圧『1"動

・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

Q_堕聾」■コ理室⊇玉塑墜,=菫奎璽璽塁墜菫墨量生塁二I里堕担璽昼聾L璽塾」墜■⊆豊塾上LL

項
日
【 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

|まい

い い

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備イ寸け、取引の記録及び限簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行っている いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

|まい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
［日 ④ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
有 有・無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無

第3表 (次動

(注意1申Q
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第関条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

福田 桂 理事

○

第 3表付表 1

2022生F・ 7月 1

日 就任

法人名
特定非営利活動法人

東京盲ろう者友の会
④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 9人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

氏  名 住  所 職名 続柄等

⌒
ノヽ

○

○

○

○

2001`自 F13月 15

日 就任

2014年 7月 1

日 就任

2018年 7月 1

日 就任

2022生
「

7月 1

日 就任

2022年 7月 1

日 就任

 

理事

理事

理事

理事

理事

藤鹿 一之

峰岸 夏美

石 有里

村岡 美和

森 敦史

月光 弘子 理 事
○

2022年 7月 1



日 就任

相磯 友子 監事 2022年 7月 1

日 就任○

坂井 忠裕

 

監事 2()22年 7月  1

日 就任

○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



法 人 名 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳

会計ソフト (会計王)使用

ノレーズリーフ
随時 7年

仕訳日記帳

会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ
随時 7年

給与台帳

社会保険労務システム

(ARDIO)使 用

ルーズリーフ

月 1回 7年

書籍管理簿

t2ttv4HH

データ管理
随時 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

〈記饉 m
・ r伝稟又|●颯簿名」相Hよ 例えば

"瞼
出納帳」、「3慟虚テ潮日、「経費籠」などのように記●します。

・ r左のW庫等の形態」相は、「3枚綱割顎則、「′レーズリーフ」、!磯T櫻暉」などのようにE載します。

・ rDttα嗜用」椰よ r毎日」、「―■躙ごと」のように配職します。

・ 認定の有効曲間D重新の申請に当たっては、1法第55条第1項に基づく書類 (役員薇酬嬌捏等提Hl詢 に露載した内書に壼更

がないときは、澤付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会 チェック相

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

⌒

k_ノ

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

イ

項 目 ③ ⑤ ◎ ① ◎ 申詳罪寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動
有 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動
有 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有 有 。無 有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無

ロ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申課郭寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特調11の利益の供与の有無

有 有・無 有・無 有。無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別の禾1盆畠の供与の有無

有 有・無 有・無 有。無 有。無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無
有 有。無 有・無 有・無 有・無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有 有。無 有。無 有。無 有 。無 有 。無

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表 (第 4表) (初葉)

(滋卿D
。 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)(ハ及び二)」 の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会 チェック11

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

○

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する却唄!I(社内槻唄ID等がある場合に|よ そC中眠:l徹内顧興D等を添付してくださしヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、剣昔対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ l海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞ 万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

① 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

② 海外への送金又は金銭の持出し (その金額が200万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表)

(滋申Q
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要が

あります.

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第 14号 (法第44条。51条。58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

∝意1事Q
・ 法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書Dに 記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 1実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 。 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

④ ⑤ ◎ ④ ◎ 申 請 時

有 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

○ 認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。



書式第15号 (法第44条・51条。58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 東京盲ろう者友の会 チェッタ相闘

認定、 らず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

○

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り消された場

合において、その取消しの原因となつた事実があった日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等 α躍隕1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等 α暉1顛 2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定=量塾i己1堕:菱i壁1型1塑:重1幽1型|ヒ|1璽甑の皇誼!生!」二亘I駐1望1量1璽l輩i壼1塾:二重:旦:を三堕撃I囲I塑iiE日興lLメ:準:型:上璽:」二

1囲l量:自I墜:ヨ:型:謹l蔓:豊■」!重:塁 !:里:庄i墨:塾墜!L:菫:Ш:重:菫:上」壁ゴ:堕1聖!些12二:壼:Zi出1壼!聾1壁量!壁12:困:」:空:望:狙:L!望:塁!生三
=:)。5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営禾1歴繊法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定非営禾1括動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しない者の有無

有

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しない者の有無
有

特定非憧杯ll活ヨ鮨 佳法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は団党若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有。
(燕う

い`Itlr\'(，
“ 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

はい いヽｎ
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い いいえ

瀞
議

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記4に係るコi整コ:墨選:量豊:塾[望:聾壼墾塁塾力!」:塑:聾匡:里書

_堕笙≧生Lttg整璽堕曇団王墨塗菫塾二重塑型堕型曇二望墾壁±空里ユ型壁型堕Ш駆聾堕壁畳國堕コ茎二__
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

ｒ
Э 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を綸 1邑 しなし法 人 mr,',6!:D

０́ 次のいずれかに該当する法人

暴力団
ノ′~~~τ ｀ヽ

はいヽ 墜`乙ノ

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はいGヽいZ)

イ

ハ

ロ

イ

ロ




